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Structural Equation Modeling or Covariance Structure Analysis, are now known to 
have many multivariate statistical tools as lower model. Prototype of present analysis 
of correlation / covariance structure was suggested by Bock & Bargmann(1966), then 
organized theoretically by Jöreskog(1970), Sörbom,(1974) structuralized not only 
covariance , but also mean. Application was greatly advanced when flexible model of 
Reticular Action Model was suggested by McArdle (1980) and McArdle & Mcdnald 
(1984), it became common method after personal computers and versatile software got 
popular since mid 1990s. 
Structural Equation Modeling became popular comparatively early in Japan, with 
the release of specialized book and handbook for the general public by Toyoda in 1992, 
case applicable study was advanced not only in the field of mathematical statistics or 
psychological statistics, but other surrounded field, and case collection was published 
in the late 1990s. 
Application to marketing field also started simultaneously, Structural Equation 
Modeling can be a powerful tool for the market research data. Marketing field specific 
methods, however, have rarely been developed, it can be said that no systematized 
study was conducted how applying Structural Equation Modeling for the marketing 
research data collected especially for product development can be useful for corporate 
marketing activities. This study suggests application method of available Structural 
Equation Modeling, tries to organize to show its usefulness with real data. 
This study consists of six chapters; Chapter 1 shows the purpose of this article based 
on previous studies and the whole structure and its summary. Chapter 2 discusses 
structuration and application of sensory evaluation data for present assessment of 
commercial products and for trial product design, after exploratory structuralizing 
basic models, then suggests factor analysis model for experiments with repeated 
measurement. Chapter 3 suggests integrated model of conjoint analysis and latent 
class model for benefit segmentation by product design factors. Chapter 4 develops 
Web response latency method for "positioning", uses Structural Equation Modeling 
with mean structure and suggests positioning analysis method that uses both 
evaluation values and response time. Chapter 5 shows that by conducting a case study 
to quantify dynamic changes of customer goals and the effect of style of thinking by 
Structural Equation Modeling and indicates that Structural Equation Modeling is 
available in order to support value co-creation. Chapter 6 is a summary. Thus with 
these six chapters, included the application of Structural Equation Modeling to market 








構造方程式モデリング (Structual Equation Modeling)あるいは、共分散構造分析
（Covariance Structure Analysis）と呼ばれる数理統計手法は、現在では、多くの多変量
解析手法を下位モデルとすることが知られている。現在の相関・共分散構造の分析の原型
は、Bock and Bargmann(1966) によって提案され、その後 Jöreskog(1970)によって、理
論整理が行われ、Sörbom,(1974)が、共分散構造だけでなく、平均を構造化した。
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析の原型は、Back and Bargmann(1964)によって提案され、その後 Jöreskog(1970)によ
って、理論整理が行われ、Sörbom(1974)が、共分散構造だけでなく、平均を構造化した














ケティング学者、E. Jerome McCarthy が提唱した４P マーケティングと呼ばれるもので
ある[11]。４P マーケティングは、①Product 製品政策、②Price 価格政策、③Prace 流通
政策、④Promotion 広告販促政策の４つでマネジメントを行うという考え方で、基本的
に、製品（Product）をマーケティング戦略構築の最小単位としたフレームである[12]。 そ
の後、P.Kotler が⑤Personnel 人（要員）⑥Process プロセス（業務プロセス）⑦Physical 






「価値共創(co-creation of value/value co-creation）」とは、近年、マーケティング、戦



















音楽の 6 科目テストデータの相関行列を分析して、一般知能を共通因子 1 つで表現する１  
因子モデルを提案した。この 1 因子モデルが、後の因子分析の原型となった。  
その後、アメリカの心理学者である Thurstone が、知能多因子説を唱え、共通因子を複
数持つ多因子モデル（Multiple Factor Model）へと 1 因子モデルを拡張させた（Thurstone, 




















































































































































第 2 章 「製品設計」のための構造方程式モデリングの応用 
～官能評価データの構造化とその利用、応用手法の開発～ 
 
 官能評価（Sensory Evaluation）は、Ⅰ型官能評価と呼ばれる分析型官能評価（Analytical 































































































































子大生とした。調査概要は表 2.2 に示す。 





40ml を透明プラスチックカップに盛り移してＰ～Ｕの英字記号で提示した。  
 実施前には評価目的の説明と以下の注意を行った。  
 










表 2.1  評価対象のバニラカップアイス商品と提示記号（注 2.1） 
 
 
表 2.2  バニラカップアイスの官能評価の実施概要 
 
 
図 2.1 バニラカップアイスの外観（1995 年調査） 
 
2.1.3.2 評価内容 






































リングした問 2-3 甘味の強弱と問４総合的なおいしさの関係を表 2.5 に示す (注 2.2)  。こ




図 2.2 独立変数群（問 1,4）と従属変数群（問 2,3）の単相関の比較  
 
表 2.5 甘味の強弱と総合的なおいしさの関係 
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図5．バニラカップアイス のおいしさモデル１（仮説モデル）図 2.4 ラカップアイスのおいしさモデル１（仮説モデル） 
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 このモデルを検討するに先立って、いくつかの検討を行った。  
まず、問３の 14 変数の相関行列を観察すると、同じ特性の「強弱」と「質」の相関が
他のペアと比較して特に高く、ほぼ同じ感覚を測定していると考えられた。そこで問３ｘ
a＋問３xｂ＝Vｘとして和得点を算出するか、a と b の共通因子を作るかを検討し、和得
点 V1～V7 をモデル検討のための観測変数とした（表 2.6）。 
表 2.6 和得点と標準偏差 
 
 














 以上を考え合わせ、図 2.4 の仮説モデルを修正したモデル２(図 2.5)を検討する。  
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合度指標と標準解を、表 2.8 及び表 2.9 にまとめた。  
カイ 2 乗適合度検定の結果を見ると、有意水準５％でサンプル P，Q，U が棄却され、
有意水準を 1%に設定してもサンプル Q は棄却される。カイ 2 乗値と自由度（17df）との
比を算出しても、Q だけがとりわけ適合の悪さを示すことが確認された。RMSEA は Q だ
けが 0.14 で適合が悪く、GFI についても他のサンプルはいずれも 0,95 か 0.94 でよく適合
しているが、Ｑは 0.89 と小さい。  
以上の結果を総合すると，サンプル Q は図 2.5 の多重指標モデルを受容できないと判断
される。サンプル Q の特徴としては「V8：第 1 印象の好み」「V9：総合的なおいしさ」の
平均値が 4 未満と最低である点を指摘できる（表 2.6）。サンプル P と U の統計学的な判
断は微妙である。従属変数「F3：おいしさの好み」の決定係数は、サンプル S の 0.78 が
最低で、他のサンプルは全て 0.8 以上であり説明力は高い。  






のパス係数が 0 であるという帰無仮説が、サンプル Q，R，S，U で棄却できない（有意水
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V8                          . e8l83
V9                          . e9
l93 総合的おいしさ
第１印象の好み








表 2.8 各バニラカップアイスにおけるモデル２の適合度指標 
 
表 2.9 各バニラカップアイスにおけるモデル２の標準解と決定係数 R2 
 
表 2.10 モデル２の基準化残差（大きい順に７つ） 
 
 











 表 2.7 で V8，V9 と、V2～V7 との単相関係数を比較した結果、V8 と V9 間の相関は高い
ものの、単相関係数は V8 が V9 よりも一様に低いことが読みとれた。このため「F3：お
いしさ」からの影響指標は V8 よりも V9 の方が大きく推定されることになる。特に不適
解となったサンプル P と S で観測変数との相関係数の差が大きく、V8 と V9 の相関係数
も 0.8 以上と高いという特徴があり、このため不適解が出たと考えられる。そこで、「V8：
第一印象」を削除し「V9：総合的なおいしさ」のみを説明することを目的としたモデル３




６サンプルのアイスについて図 2.6 に示した多重指標モデルを個別に適用し、表 2.11 に
モデル３の適合度指標をまとめた。カイ２乗検定ではサンプル Q だけが棄却される（5%
水準）。標本数が n=120 と小さいので、この検定結果は無視できない。RMSEA に関して
も Q だけは 0.12 と大きい。GFI は 0.94 だが AGFI は 0.84 と低下が著しい。他のサンプ
ルについても、カイ２乗検定は５％水準でかろうじて受容されるが、GFI と AGFI の差が
大きい。RMSEA も 0.10 未満ではあるが、0.05 を超えており、微妙な結果で再検討の余
地がある。 
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図7．バニラカップアイス のおいしさモデル３図 2.6 バ ップアイスのおいしさモデル３ 
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表 2.12 各バニラカップアイスにおけるモデル３の標準解と決定係数 R2 
 
 







モデル３で問題のあったサンプル Q も受容される。一方、サンプル R の改善は不調で










サンプル Q,S,U はγ92 = 0 の帰無仮説を 5%水準で棄却できないが、観測変数 V4,V5 ある
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図8．バニラカップアイス のおいしさモデル４図 2.7 カップアイスのおいしさモデル４ 
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表 2.14 各バニラカップアイスにおけるモデル４の適合度指標 
 
 























































第二回目の官能評価は 1998 年の 7 月 23 日～7 月 30 日に実施した。対象者は女子栄養
大学の栄養学部３年生を主とする 240 名であり、ブランド明示・非明示でそれぞれ 120 名
の２群にわけ各群別に調査を計画し、非明示群 3 名の欠席者を除く 237 名（明示 117 名、
非明示 120 名）よりデータを採取した。基本的な調査実施方法は、2.1.3.1 節に記載した官
能評価の実施方法に準ずる（注 2.3）。 
サンプルは表 2.16、図 2.8 に示した実施年当時市販されていた、代表的なバニラカップ
アイス 12 商品（ラクトアイス表示品を含む）とした（注 2.1）。  
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表 2.16 サンプル一覧（1998 年調査）（注 2.1） 
No. 商品名 メーカー No. 商品名 メーカー  
05 北海道濃縮乳使用・バニラ 森永乳業 48* リーベンデール・バニラ 雪印乳業 
17 たっぷりおいしいバニラ 森永乳業 55 ねるじぇら・バニラ 雪印乳業 
20 エッセルスーパーカップ超バニラ 明治乳業 64 ハーゲンダッツミニカップバニラ HD ｼﾞｬﾊﾟﾝ 
29 AYA(彩)・生クリームバニラ 明治乳業 73 フォション・マダガスカルバニラ ナポリ 
32* ブルージェ・バニラ 明治乳業 82 ラブリーチョイス・バニラ グリコ 





図 2.8. バニラカップアイスの外観２（1998 年調査） 
 






でモデル構築からは除外し、検討対象を問１、問３、問４の全 20 変数とした。 
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表 2.17 第二回調査項目一覧 
 
2.1.5.2 分析方法 
検討する仮説モデルは、前項で最終モデルとして得た 6 変数モデル（図 2.7）と、新た







を選択するが、適合度指標の基準は N＝237 なので、χ2 値を参考にし、CFI＝0.95、 RMSEA
は 0.05 以下とする。ただし、0.1 までは許容可能と考え、その上で、モデル 1～5 の中で、
AIC 基準値のなるべく小さいモデルを選択することとした（100 以下程度目安）。 
なお分析は、構造方程式モデリングの専用ソフトである Amos で分析を行った。 
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・モデル 1：因子負荷量・因子間パス・潜在変数・誤差の独自分散の制約→潜在変数の平均値のみ差がある  
・モデル 2：因子負荷量・因子間パス・潜在変数の制約→潜在変数の平均値と誤差分散に差がある  











択されたモデルとその適合度を表 2.18 に示す。 
なお、12 商品別に、パッケージ明示群、非明示群それぞれに個別に 6 変数モデルで分析
した場合の適合度が表 2.19 であり、いずれの適合も悪くない。これからも構造の頑健性が
示されたと言える。 




表 2.19 おいしさモデル４（6 変数モデル）の個別分析の適合度 
 
(B)バニラカップアイスのおいしさモデル５（13 変数モデル）の検討 
 モデルの検討経過を踏まえて 6 変数モデルを改良し、より詳細な評価構造モデルとして
観測変数を増やした 13 変数モデル（図 2.9）を検証する。分析は 6 変数モデルと同様に、
平均構造のある多母集団の同時分析の利用し、モデルの制約をはずしながら、パッケージ
非明示群と、明示群の違いを検証するが、ここではより詳細に表 2.20 に示す８つのモデル
で検証した。ケース数が 237、変数数が 13 と大きいためｐ値はいずれも 0 と算出されてし
まうため、AIC と RMSEA を中心に CFI を参考にしながらモデル選択を行う。表 2.21 に各商
品で選択されたモデルの適合度を示す。 
 
図 2.9 バニラカップアイスのおいしさモデル５（13 変数モデル） 
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表 2.20 おいしさモデル５（13 変数モデル）の検討モデル一覧 
 




























らのパスは有意で 0 ではなく、F2 食感の好みおよび F3 くせの好みからのパスよりも推定





F2 食感の好みからのパスも有意となった。  
 















13 変数モデルでは潜在因子を増やしたことで、おいしさへのパスは F1 風味因子の影響





































者には 1 品 40ml を透明プラスチックカップに盛り移して、２桁の乱数で提示した。  
実施場所は 10M×13M の学内教室で、1 人用机を 40 席用意し着席させた。他人から
の影響を防ぐための私語の禁止や諸注意の他、官能評価の目的、評価方法なども実施場



































































具体的にはi番目の尺度によってｊ番目のセルを評定した確率変数 𝑥𝑖𝑗 を，まず 
𝑿 = {𝑥𝑖𝑗}    (2.1) 
とI×Jの行列形式に並べ、次に 





















における因子パタン行列の役割を果たす。IJ はJ 次単位行列であり、𝑨𝐼は、m 番目の共通





は値が 1 ばかりのJ 次のベクトルであり、𝜇𝐼は，「セル」から影響を受ける前の「尺




























     (2.5) 
のようにJ 個のM 次対角行列𝑨𝐷𝑗を縦に並べたものである。𝑨𝐷1のm 番目の対角要素は𝛼𝑗𝑚 
は、𝜉𝑚からj 番目の「セル」への影響指標である。 
ここでm 番目の共通因子におけるj 番目の「セル」の母平均𝜇𝑚𝑗 を、まず 
𝑴＝{𝜇𝑚𝑗}      (2.6) 
とM×Jの行列形式に並べ、次に 




















外生変数の期待値を𝐸[𝜉] = o, 𝐸[𝜁]＝𝒐, 𝐸[𝑒]＝𝒐とすると観測変数の平均構造は、（2.4）
式を（2.3）式に代入して期待値を計算し 











































































































𝐼3⨂( 1  1 − 1 1 1)
𝐼3⨂( 1  1 − 1 − 1 1)
𝐼3⨂( 1 − 1 1 1 − 1)
𝐼3⨂( 1 − 1 1 − 1 1)
𝐼3⨂(  −1 1 1 − 1 1)
𝐼3⨂( −1 1 − 1 − 1 1)
𝐼3⨂( −1 − 1 1 1 1)






















𝐼3⨂( 1  1 1 1 1)
𝐼3⨂( 1  1 1 − 1 − 1)
𝐼3⨂( 1 − 1 − 1 1 1)
𝐼3⨂(    1 − 1 − 1 − 1 − 1)
𝐼3⨂(  −1 1 1 1 − 1)
𝐼3⨂(  −1 1 − 1 1 1)
𝐼3⨂(−1 − 1 1 − 1 − 1)




































































































































































































































やすいため頻用されている（Hooley and Saunders, 1993）[52]。しかし、消費者の異質性に
ついては、記述よりもその説明を追及すべきであり（Hooley and Saunders, 1993, 井上 , 
1998)[52][53]、ベネフィット・セグメンテーションはこの点でも有望である。さらに、マ

































































































調査は 1999 年の７月 21 日～８月２日の期間中、約３日を使って実施し、全被験者とも
























との融合が進んでいる（豊田,2000）[60]；（Wedel and Kamakura,2000）[61]。 
本研究では、第２世代構造方程式モデリングと呼ばれる離散的潜在変数と連続的潜在変
数を統合した下記のモデルを分析方法として採用した。母数の推定には Mplus（注 3.3）を用
いて EM アルゴリズムによって推定した。  
なお、Kamakura（1988）[62]では、本法が目的とする「セグメンテーションとベネフィ
ットの両方を同時に評価する」という目的の一部を達成している。相違点は、







の母集団に属するかは未知で、かつ潜在クラス数 C（c=1,2…,C ）も未知とする。 
潜在クラス c に属する被験者の観測変数ベクトル )(cx （16×1）を、次のようにモデル化す
る。 
efKx cc  1)()(     (3.1) 
ここで，右辺第 1 項は操作可能な実験要因による変動，第２項は操作不可能なバニラア























































































    (3.2) 
である。 
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)(c  (5×1)は潜在クラス c における実験要因の母数ベクトル 
)( (c)(c)(c)(c)(c))(  　　　　　 色安乳脂空 
c




１は値が１ばかりのサイズ 16 の縦ベクトルであり、 f は潜在クラスにも、バニラアイス
にも共通のスカラーの構成概念である。 f はバニラアイスに対する基本的な好みを表現す
る共通因子である。期待値と分散は 
















2)( 11      (3.5)  
である。 
 









)()( ),|()(    (3.6) 
と表現される。 




































ついてまとめたものが表 3.3 で、各モデルの解析結果が表 3.4～表 3.9 である。 
標準誤差の観点からは、いずれのクラス数でも有意でない係数が多いが、モデル解釈は、
最尤法の漸近理論による母数の標準誤差が唯一の判断材料ではない。また表 3.3 を見ると、













c=4 とした場合を比較検討した（表 3.6，表 3.7 参照）。 
各要因の効用値から、C=3 のクラス 1 と C=4 のクラス 1、C=3 のクラス 2 と C=4 のクラス
２、C=3 のクラス３と C=4 のクラス３、がほぼ対応していることがわかり，潜在クラス数
















表 3.4 C＝6のセグメント人数と比率および各要因の効用値（カッコ内は標準誤差） 
潜在クラス ｃ＝1 ｃ＝2 ｃ＝3 ｃ＝4 ｃ＝5 ｃ＝6 
人数・割合 49.379, 0.411 24.056, 0.200 33.852, 0.282 5.937, 0.049 2.071, 0.017 4.706, 0.039 
ＯＲ％ －0.209 (0.072) －0.154 (0.077) 0.082 (0.153) 0.117 (0.555) －0.293 (0.022) －0.061 (0.139) 
脂肪 0.417(0.112) 0.585 (0.124) 0.231 (0.206) －0.137 (0.122) －1.035 (0.132) 0.293 (0.123) 
乳化剤 0.166 (0.102) 0.103 (0.093) 0.421 (0.181) －0.350 (0.359) 0.008 (0.403) 0.069 (0.116) 
安定剤 －0.171 (0.119) －0.602 (0.118) 0.029 (0.081) －0.163 (0.348) －0.371 (0.302) 0.281 (0.156) 
色素 0.653 (0.170) －0.033 (0.111) 0.214 (0.158) 0.166 (0.390) －0.234 (0.364) －0.238 (0.465) 
 
表 3.5 C＝5のセグメント人数と比率および各要因の効用値（カッコ内は標準誤差） 
潜在クラス ｃ＝1 ｃ＝2 ｃ＝3 ｃ＝4 ｃ＝5 
人数・割合 49.009, 0.408 23.299, 0.194 39.820, 0.332 5.784, 0.048 2.088, 0.017 
ＯＲ％ －0.203 (0.059) －0.161 (0.075) 0.060 (0.086) 0.087 (0.394) －0.291 (0.033) 
脂肪 0.417 (0.090) 0.585 (0.123) 0.246 (0.116) －0.132 (0.138) －1.031 (0.153) 
乳化剤 0.177 (0.078) 0.094 (0.093) 0.363 (0.091) －0.372 (0.393) 0.007 (0.404) 
安定剤 －0.176 (0.098) －0.611 (0.117) 0.054 (0.068) －0.142 (0.283) －0.371 (0.303 




表 3.6 C＝4のセグメント人数と比率および各要因の効用値（カッコ内は標準誤差） 
潜在クラス ｃ＝1 ｃ＝2 ｃ＝3 ｃ＝4 
人数・割合 51.619, 0.430 22.826, 0.190 39.688, 0.331 5.867, 0.049 
ＯＲ％ －0.204 (0.058) －0.156 (0.076) 0.065 (0.083) 0.007 (0.180) 
脂肪  0.403 (0.093) 0.592 (0.124) 0.243 (0.118) －0.509 (0.844) 
乳化剤 0.165 (0.086) 0.093 (0.095) 0.350 (0.123) －0.234 (0.325) 
安定剤 －0.167 (0.097) －0.613 (0.120) 0.053 (0.068) －0.302 (0.451) 
色素 0.646 (0.127) －0.030 (0.115) 0.135 (0.148) －0.009 (0.448) 
 
表 3.7 C＝3のセグメント人数と比率および各要因の効用値（カッコ内は標準誤差） 
潜在クラス ｃ＝1 ｃ＝2 ｃ＝3 
人数・割合 57.800, 0.482 21.806, 0.182 40.394, 0.336 
ＯＲ％ －0.180 (0.055) －0.145 (0.071) 0.052 (0.078) 
脂肪  0.424 (0.084) 0.624 (0.145) 0.070 (0.134) 
乳化剤 0.201 (0.070) 0.087 (0.100) 0.240 (0.115) 
安定剤 －0.138 (0.081) －0.604 (0.133) －0.029 (0.094) 
色素 0.612 (0.122) －0.022 (0.122) 0.079 (0.147) 
 
表 3.8 C＝2のセグメント人数と比率および各要因の効用値（カッコ内は標準誤差） 
潜在クラス ｃ＝1 ｃ＝2 
人数・割合 81.791, 0.682 38.209, 0.318 
ＯＲ％ －0.169 (0.060) 0.062 (0.066) 
脂肪  0.465 (0.101) 0.076 (0.153) 
乳化剤 0.184 (0.069) 0.213 (0.155) 
安定剤 －0.205 (0.160) －0.144 (0.320) 
色素 0.472 (0.084) －0.015 (0.248) 
 
表 3.9 C＝1のセグメント人数と比率および各要因の効用値（カッコ内は標準誤差） 
潜在クラス ｃ＝1 
人数・割合 120.000, 1.000 
ＯＲ％ －0.095 (0.029) 
脂肪 0.341 (0.038) 
乳化剤 0.193 (0.034) 
安定剤 －0.186 (0.037) 













































































































































































































が 68％，４個以上正解者が 54％で，各味の正解率は甘味 73％，塩味 78％，酸味 78％，




(注 3.3)  































































図 4.1 日本の調査手法別売上構成比（2002 年-2013 年） [64]-[66] 
 















製品・ブランド評価へ反応時間の研究例として、D. Maison,A. G. Greenwald and R. H. 
Bruin (2004)[70]があるが、データは、IAT（Implisit AssosiationTest）(G. Greenwald et. 
al.)[71] によって採取したデータであり、個々の設問の反応時間に注視はしても複数設問の
共変動について分析したものではなく、因子分析モデルを基礎とせず、ポジショニングへの














































者が、I 個の尺度に関して、J 種類の対象に評価を行った 3 相データに対し、K という回答
かまたは時間かのいずれかを取る相が追加されるため、N×J×I×K の形式となる。ただし、
必ず K＝２を取る 4 相データが収集される。 
 
4.1.4 モデル 
３相データの探索的分析法は、大きく分けて２つの流れがあり、１つは Harshman and 
Lundy(1984)が提案した PARAFAC（Parallel Factor Analysis）モデル[73][74]、もう１












ごとに尺度の相を M 個の因子にまとめ、次にこの M 種類の因子に対して上位の M 個の因





























食パン市場は，20 を越える大手ホールセール・メーカーと中小 10000 を超えるベーカ
リーがひしめく典型的な成熟飽和市場である（乳井・青木，2005）[81]。競争が激しいた
めブランド戦略が特に重要で，各社ともブランド戦略に頭を悩ませている。 







の調査を絶対評価方式で行った。実際の調査画面例を図 4.2 に示す。 
実施時期は、2006 年 4 月 28 日～5 月 31 日で、対象者(株)インタースコープの調査パネ
ル「スコープ Net」会員である(注 4.1)。調査は、以下の①予備調査を行った後、②本調査を





① 予備調査：総務省平成 16 年推計値の人口分布に基づき，関東地方 1 都 6 県および関西
2 府 4 県の 20 代～50 代男女 34,880 人を対象者として抽出，アンケートを発信した。
内容は食パンの食頻度など関与度を問うものである。回収数は 27,169（77.9％）、有効
回答数 27,093（77.7％）。 
② 本調査：予備調査で、朝食を週 5 日以上食べており，かつ食パンをよく食べる女性 3,903
人を抽出し、次節の一対評価法と本調査との２つのどちらかに割り付け依頼を発信し
た。有効回答は 1,610 人より得られた。 
 
 









































間相関を省略したモデルの概要図を図 4.6 に示す。なお、このモデルは 1 商品ごとに図 4.7
に示すモデルを立て、商品による繰り返しを併記・記述したモデルと見ることもできる。  
 





図 4.6 食パンのポジショニングモデル２（＊因子間相関は省略した図である） 
 







ため、ここでは RMSEA を適合度評価基準とすると、モデル１は 0.049、モデル２も 0.052
と十分に小さく、適合が良いことがわかる。  
次に、モデル１の回答値の尺度の因子負荷量とその標準誤差、回答時間の尺度の因子負















表 4.3 回答値因子の測定方程式の母数推定値（モデル１） 
 
 

































う観測変数でも同じく 1 ポイント以上、評価が高いことと同値である。 







スがマイナスで、「商品 C」以外へのパスは有意（商品 C へのパスは有意傾向）と、評価
が低いことがわかった。 
表 4.6 回答値因子の測定方程式の母数推定値（モデル２） 
 








































































昨今「価値共創」(co-creation of value/value co-creation）というコンセプトが、マー
ケティング、戦略論の分野を中心に広く注目されつつある。「価値共創」が重視されるのは、
価値創造のプロセスの中心が、企業と顧客、コラボレーターなどの関係者の相互交流の中
にあると考えられるからである（Prahalad and Ramaswamy, 2004）[15]。また、サービ
スこそが顧客への提供価値であり、「モノ」は、サービス提供の媒介・手段に過ぎないとし
て、 Vargo と  Lusch らによって提唱された「サービス・ドミナント・ロジック
(service-dominant logic)）という考え方も昨今影響力を増している（Vargo and Lusch, 
2004; 2006; Lusch and Vargo, 2006）[82]-[83]。これも、サービス価値を「企業が一方的
に顧客に提供するもの」ではなく、「両者の相互作用を通して生み出されるもの」として、





























品選好やブランドロイヤルティなど、多側面から行われている（Pieters andWedel, 2007; 





依存性とゴールの不安定な性質を指摘するものもあり（Bargh, 1990；Bargh, et al., 2001; 
























（Nisbett et al.,2001；Choi et al.,2003, 2007）[95]-[97]。マーケティング分野では、分
析的思考形式と包括的思考形式のどちらが支配的かについての個人差が、ブランド拡張の

















1958 年に設立された公文教育研究会は、2013 年 3 月現在、世界 48 の国・地域に展開




































































































対象者、実施日時は表 5.2 に示す。 



































図 5.2 学習者（子供）の変容 後期モデル例 
 










消費者が動機付けされるものである（Breham and Self 1989）; Locke and Latham 1990）
[104] [105]。それに対し、「②手段志向の動機付け」は、望ましい状態としての目標を達成
するのに「ふさわしい方法」をとりたいという願望によって動機付けられるものを指す
（Higgins, et al., 2003a, 2003b; Toure-Tillery and Fishbach, 2011）[106]-[108]。 
顧客のゴールについての研究では、1990 年代になって、動機付けを認知的表象として捉
える見方が提案された。これらは Kruglanski et al.(2002)[109]により目標系理論（goal 
systemic theory）としてまとめられ、発展的研究もある（Fishbach and Ferguson 2007; 








動議付けの研究分野においても、多目的追求（ Multiple goals pursuit）について
























































保護者とし、2012 年 5 月 7 日から 18 日までの期間に教室に通った全ての学習者に教室指
導者を通して質問紙調査票を配布した。回答済み調査票は指導者が確認できないように厳
封して提出するように依頼し、教室指導者を通して 228 の調査票を回収した。 (注 5.2)。 
調査項目は、エキスパート・インタビューから、仮説の測定変数としてふさわしいと考
えられるものを選択、改変したものである。いずれも、「非常にそう思う」から「全くそう






数選択を行って、最終解を得た。なお、分析には IBM SPSS Statistics(Ver.19.0)を用いた。 
 
5.3.3 結果 
表 5.3 に示す 8 設問 2 因子構造を得た。2 因子までの累積寄与率は 60.0%。図 5.5 に探
索的因子分析のスクリープロットを示す。  
クロンバックの信頼性係数αも Nunnally(1978)[110]の提唱基準 0.7 以上の値で尺度の
安定性を示していた。  
得られた２因子には、仮説に伴いそれぞれ「F1 短期的・具体的ゴール」、「F2 長期的・
抽象的ゴール」と名付けた。この 2 因子間の相関は 0.207 であった。結果より、表 5.3 の
V1～V４を「F1 短期的・具体的ゴール」の測定指標、V５～V８を「F2 長期的・抽象的な









う２つの潜在因子が 8 観測変数で構成される探索的因子分析解を得た。2 因子までの累積
寄与率は 60.0%であり、「F1 短期的・具体的ゴール」のα係数は、0.785、「F2 長期的・抽
象的ゴール」のα係数は、0.726 であった。  
 
表 5.3 研究１探索的因子分析の因子負荷量とクロンバックの信頼性係数α 
 
 























 前節の研究２の調査参加者のうち有効な回答を得ることができた 199 名に対し、5 か月
後に再度、同一内容の調査を依頼した。調査期間は、2012 年 10 月 8 日から 19 日で、期
間中教室に通った対象者に、教室指導者を通して質問紙調査票を配布した (注 5.2)。調査票の
中身は、指導者が確認できないように厳封して提出するように依頼し、教室指導者を通し
て回収した。無回答票や 2 回の調査回答者が一致しないもの等を除き、最終的に 131 の有
効回答を得ることが出来た。  
「分析的-包括的思考形式」因子についての測定項目は Choi et al.(2007)[97]が使用した
尺度より選定した 4 変数である。表 5.4 にクロンバックの信頼性係数αとともに示す。  
いずれも、「非常にそう思う」から「全くそう思わない」の 7 段階評点尺度で測定した。  










分析のフレームワークを図 5.6 に、仮説モデルを図 5.7 に示す（注 5.4）。 
前節で検証した「F1 短期的・具体的ゴール」と「F2 長期的・抽象的ゴール」の検証的
2 因子に、それぞれ第一回目因子と第二回目因子を想定する。この 2 因子×2 時点の 4 因
子で継時的な動的変化を定量化した。さらに、このゴール因子群４因子を従属因子とする
独立因子「分析的－包括的思考形式」因子からのパスを検討した。なお、分析には IBM SPSS 
Amos（Ver.19.0）を用い、最尤法で推定を行った。  
 
図 5.6 分析のフレームワーク 
 





 平均構造のある構造方程式モデリングによって図 5.7 の仮説モデルを検証的に分析した
ところ、複数の適合度指標からみて、総合的にモデルは受容可能であった（χ2 値＝339.595，
df=172, p 値=0.000, CFI=0.843, RMSEA=0.087, AIC=455.575（注 5.4），（注 5.5））。 
 構造方程式部分を図 5.8、図 5.9 に示す。また、誤差間構造を表 5.5 に、測定方程式の推
定値を表 5.6 に示す。  















 表 5.5 の誤差間相関を見ると、複数の誤差間のパスが有意であることから、各観測変数
に特有の独自要因も安定的に測定されていることを示しており、今回の二度の調査の安定



















5.4.5 まとめ  















図 5.8 研究３標準化推定値 
 





表 5.5 研究３誤差間関係の推定値 
 
 























の公文式教室に高校生以下の子供を通わせる保護者とした。2012 年 9 月 27 日から 11 月
15 日の期間に教室に通った全ての学習者に教室指導者を通して質問紙調査票を配布した。
回答済み調査票を指導者が閲覧できないように厳封して提出するように依頼し、指導者を






括的 思考形式」の顧客ゴールへの影響を定量化した。  
その後、解析２として、継続期間による因子の平均構造の差異を定量化するため、調査
日時点で 6 歳から 12 歳の学習者の保護者のうち、学習者の継続年数が、「1 年（12 か月）
以下」213 名、「3 年目（36~47 か月）」137 名、「5 年目（60 か月）以上」234 名の３グル




て、調査日時点で 9 歳の学習者（小学校 4 年生相当）の保護者のうち、学習者の継続年数
が「1 年（12 か月）以下」31 名、「3 年目（36~47 か月）」34 名、「5 年目（60 か月）以上」
35 名の３グループと、調査日時点で 7 歳（小学校 2 年生相当）で継続年数が「1 年（12
か月）以下」45 名、5 歳（就学前児童）で継続年数が「1 年（12 か月）以下」32 名の 2




なお、分析は IBM SPSS Statistics と Amos(Ver.19.0)を用い、最尤法で推定を行った。 
 
図 5.10 研究４仮説モデル１ 
 










ゴール 2 因子間の相関は 0.409、「分析的－包括的思考形式」と「F1 短期的・具体的ゴ
ール」の相関は 0.053、「F2 長期的・抽象的ゴール」との相関は 0.139 であった。  
 
表 5.7 研究３探索的因子分析の因子負荷量とクロンバックの信頼性係数α 
 
 
5.5.3.2 解析１結果 分析的－包括的思考形式の顧客ゴールへの影響 
図 5.10 の研究４仮説モデル１を用いて検証的な構造方程式モデリングで分析を行った
ところ、複数の適合度指標からみて、総合的にモデルは受容可能であった（χ2 値＝339.595，
df=172, p 値=0.000, CFI=0.843, RMSEA=0.087, AIC=455.575）。 
 構造方程式部分を図 5.12、図 5.13 に示した。また、測定方程式の推定値を表 5.8 に示















図 5.12 研究４解析１標準化推定値 
 
図 5.13 研究４解析１非標準化推定値 
 





5.5.3.3 解析２結果 継続年数と分析的－包括的思考形式、顧客ゴールの関係 
 図 5.11 の研究４仮説モデル２を用いて平均構造のある多母集団検証的因子分析を行っ
たところ、複数の適合度指標からみて、総合的にモデルは受容可能であった（χ2 値＝
621.520，df=213, p 値=0.000, CFI=0.858, RMSEA=0.057, AIC＝735.520（注 5.6）（注 5.7））。 
表 5.9 に因子平均と因子分散、表 5.10 に因子間関係、表 5.11 に測定方程式の推定値を
示した。まず、表 5.9 を見ると、継続年数が 3 年目（36~47 か月）、5 年（60 か月）以上
の２つのグループで、「F2 長期的・抽象的ゴール」の平均値が、1 年目（12 か月）以下の
グループより５％有意で高い。「F1 短期的・具体的ゴール」の平均値も、5 年（60 か月）








表 5.9 研究４解析２ 因子平均と因子分散の推定値 
 
（1 年目以下に比較した際の 10%有意傾向† ５％有意＊ １％有意＊＊）  
 





表 5.11 研究４解析２ 測定方程式の推定値 
 
 










646.477，df=375, p 値=0.000, CFI=0.759, RMSEA=0.065, AIC=796.477 (注 5.8））。 
表 5.12 に因子平均と因子分散、表 5.13 に因子間関係、表 5.14 に測定方程式の推定値を
示した。 





表 5.13 研究４解析３ 因子間関係の推定値 
 
表 5.14 研究４解析３ 測定方程式の推定値 
 
表 5.12 を見ると、同じ 9 歳の学習者を通わせている保護者でも、継続年数が 5 年（60
か月）以上のグループで、「F1 短期的・具体的ゴール」「F2 長期的・抽象的ゴール」の両
方のゴールの因子平均値が、1 年目（12 か月）以下のグループより高く（有意傾向 p<0.10）、












た。開始年齢が早期である「7 歳 1 年目（12 か月）以下」「5 歳 1 年目（12 か月）以下」
では、因子分散に差異には無かった。  



















b. 同じ 1 年目（12 か月）以下でも、6 歳～7 歳に開始したグループの保護者は、9 歳の
グループに比べ、「F1 短期的・具体的ゴール」の因子平均が高い傾向が見受けられた

































































































































（注 5.1）価値共創プロセスモデルとして、Frow, Payne, and Storbacka 
(2010a;2010b;2010c)[112]-[114]や Bolton and Saxena-lyer(2009)[115], Hoyer, 
Chandy, Dorotic, Kraffit, and Singh(2010)[116]などでは、複数時点での顧客との接
点を仮定したプロセスが示されている。  
 
（注 5.2）1 家族に複数の学習者がいる家庭については、長子についての回答を得ている。 
 
（注 5.3）「分析的-包括的思考形式」は、第一回調査時の回答を使用しており 199 票分の
データでクロンバックの信頼性係数αを算出している（分析には IBM SPSS 
Statistics(Ver.19.0)を使用）。 
 
（注 5.4）研究３の仮説モデルは、1 回目と 2 回目の同一観測変数の因子負荷量は等値制
約をおき、また、同一の観測変数の誤差分散も等値制約をおいている。測定不変を課
していることで、1 回目と 2 回目の因子の意味を同一と仮定することができる。（誤差
の等分散性の仮定を置かない場合には、χ 2 値＝309.611，df=164, p 値=0.000, 
CFI=0.864, RMSEA=0.083, AIC=441.611 である。）また、誤差には各観測変数の独自
変動が含まれるため、1 回目と 2 回目の同一観測変数の誤差間には相関を仮定してい
る。 
 
（注 5.5）研究３の仮説モデルは、サンプル数 131 ではあるが、自由度(df)が 172 と大き
いため、カイ 2 乗検定の結果は p 値＝0.000 となり参考にできないが、カイ 2 乗値を
自由度で除した値は、339.595÷172＝1.974 と 2 を下回るので、いわゆる親指ルール
から見て受容可能と判断した。また、CFI も一般的な適合基準値である 0.9 を下回っ
ているが、これも同じく自由度が大きいためであり、他方、自由度に影響を受けない









（注 5.7）研究４の解析２で用いたデータ数は 584 票と 400 ケースを超えるため、p 値は
参考にできない。ここでは、主に、RMSEA の値を参考に受容可能と判断した。なお、
誤差の等分散性の仮定を置かない場合には、χ2 値＝590.436，df=189, p 値=0.000, 





（注 5.8）研究４の解析３で用いたデータはサンプル数 177 ではあるが、自由度(df)が 375
と大きいため、カイ 2 乗検定の結果は p 値＝0.000 となり参考にできないが、カイ 2
乗値を自由度で除した値は、646.477÷375＝1.724 と 2 を下回るので、いわゆる親指
ルールから見て受容可能と判断した。また、CFI も一般的な適合基準値である 0.9 を
下回っているが、これも同じく自由度が大きいためであり、他方、自由度に影響を受
けない RMSEA は一般的な適合基準値 0.1 以下であるので、ここでも受容可能と判断
した。なお、誤差の等分散性の仮定を置かない場合には、χ2 値＝556.945，df=327, p
値=0.000, CFI=0.796, RMSEA=0.064, AIC=802.945 と、適合度があがる。  
 
（注 5.9）ただし、社会心理学で有名なホフステード（Hofstead, 1980; 1983; 1997）




































































ス・レイテンシー法  絶対評価評点尺度法」で、に第 2 章 2 節と第 3 章 1 節でとりあげた
ような実験計画法を利用した設計要因を組み込んだデータ採取を行うと、データの含む情
報量が増えるため、多くの展開を考えることができる。  






また、第 3 章 1 節で行ったような顧客のベネフィット・セグメンテーションを回答値と
回答時間因子を対象として設計要因で行う展開ができれば、評価時の反応速度も加味した
より潜在的なセグメントが同定できると考えられる。 
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